




















松谷 裕治  
１.概 要 





後 24 ヶ月時点（初回調査から 18 カ月後）で不陸量が最大 8mm 増加していた（図 1 参照）。
一方、不陸量が小さかった建物東側では大きな動きは見られなかった。  
1 階床天端レベルも、引渡し後 24 ヶ月時点で最大相対不陸量 61mm となり、初回調査か
ら 23mm 増加しており、建物レベルと同様の傾向が確認された。  


















果（No.4,5）は図 2 のとおりであった。  
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以 上  
図 2 SWS 試験結果 
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松谷 裕治  
１.概 要 
築 30 年の木造 2 階建ての戸建住宅を解体し、重量鉄骨造 3 階建ての戸建住宅が建築さ
れた。建物の基礎仕様は布基礎で、地盤補強として柱状改良 2m（φ600mm）が採用され
ていた。引渡し直後から建物不陸を示す変状が現れていたため、ベンチマークから建物レ
ベルを測定したところ、建物が持ち上がっている状況が確認された。以後、約 1 年 2 ヶ月
経過する間に 3 回の水準測量を実施したが、不陸量が継続的に増加しており、最大不陸量



























































































































以 上  
図２ A－Aʼ断⾯図 単位：mm 
+6 床上レベル⇒ +13 +25 +33 +36 +52 +65 +74 
No.1 No.2 No.3 
No.4 No.5 No.6 No.7 

























No.4 No.5 No.6 No.7 No.3 No.2 No.1 
写真 2 膨張した柱状改良（No.1） 
